（様式４－１）
自己資本比率の状況

応募者名　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _GoBack]

Ａ　自己資本　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ｂ　総資本　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ｃ　自己資本比率　　　　　　　　　　　　　　　 
（Ａ÷Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　　　　　　　　　　※小数点以下2桁目を四捨五入のこと


※平成30年4月1日から平成31年3月31日事業年度の有価証券報告書等の貸借対照表の数値を用いること。

※決算月が3月以外の場合は、直近の確定した貸借対照表の数値を用いること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。















（様式４－２）
流動比率の状況

応募者名　　　　　　　　　　　　




Ａ　流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ｂ　流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ｃ　流動比率　　　　　　　　　　　　　　　 
（Ａ÷Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　　　　　　　　　　※小数点以下2桁目を四捨五入のこと


※平成30年4月1日から平成31年3月31日事業年度の有価証券報告書等の貸借対照表の数値を用いること。

※決算月が3月以外の場合は、直近の確定した貸借対照表の数値を用いること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。















（様式４－３）
経常利益の状況

応募者名　　　　　　　　　　　　






	
	平成27年度
A
	平成28年度
B
	平成29年度
C
	平成30年度
D

	経常利益
（円）
	
	
	
	

	経常利益伸び率（％）
	
	(B-A)÷A×100
	(C-B)÷B×100
	(D-C)÷C×100

	
	
	
	
	


※経常利益伸び率は、小数点以下2桁目を四捨五入のこと



※直近4年度分の有価証券報告書等の損益計算書の数値を用いること。

※経常利益伸び率＝（当期経常利益－前期経常利益）÷前期経常利益×100で計算すること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。
※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。











（様式４－３）
経常利益の状況

応募者名　　　　　　　　　　　　






	
	平成27年度
A
	平成28年度
B
	平成29年度
C
	平成30年度
D

	経常利益
（円）
	
	
	
	

	経常利益伸び率（％）
	
	(B-A)÷A×100
	(C-B)÷B×100
	(D-C)÷C×100

	
	
	
	
	


※経常利益伸び率は、小数点以下2桁目を四捨五入のこと



※直近4年度分の有価証券報告書等の損益計算書の数値を用いること。

※経常利益伸び率＝（当期経常利益－前期経常利益）÷前期経常利益×100で計算すること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。











（様式４－４）
過去３年度の決算状況（赤字の有無）

応募者名　　　　　　　　　　　　





	
	平成28年度
B
	平成29年度
C
	平成30年度
D

	経常利益
（円）
	
	
	


（単位：円）


※過去3年度分の有価証券報告書等の損益計算書の数値を用いること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。
















（様式４－４）
過去３年度の決算状況（赤字の有無）

応募者名　　　　　　　　　　　　





	
	平成28年度
B
	平成29年度
C
	平成30年度
D

	経常利益
（円）
	
	
	


（単位：円）


※過去3年度分の有価証券報告書等の損益計算書の数値を用いること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。
















（様式４－５）
キャッシュフローの状況

応募者名　　　　　　　　　　　　





	平成30年度
営業活動による
キャッシュフロー
	




※平成30年4月1日から平成31年3月31日事業年度の有価証券報告書等のキャッシュフロー計算書の数値を用いること。


※決算月が3月以外の場合は、直近の確定した損益計算書の数値を用いること。

※連結親会社の場合は、連結財務諸表、連結子会社の場合は、単体の財務諸表の数値を用いること。

※数値を引用した根拠資料を添付のうえ、引用数値をマーカーで明示すること。

※キャッシュフロー計算書が未作成の場合は、財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）に基づく算出を可とする。








